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１．研究計画の概要 
 環境問題は、原因を探求し、その原因を取
り除くことによって、問題の解決に至るとい
う方向性をとることができない。なぜなら、
環境問題の原因には、地球規模での人口増加
や、経済活動の発展といった難問がよこたわ
っており、これらを直接的な方法で解決する
ことは、現実上、不可能だからである。しか
し、およそ全ての環境問題は、原理的に、環
境への人為的負荷によって生じていること
を思うなら、望ましい環境意識を有した人間
を育てることによって、問題の根本的解決を
図ることは可能であるばかりか、これこそが、
唯一可能な環境問題の根本的な解決策であ
るとすら言えるだろう。しかし我が国におけ
る環境教育の現状は、アメリカやドイツなど
の環境教育先進国に比較してまことに貧弱
なものでしかないと言わざるをえない。この
ような観点から本研究は、環境教育・環境思
想の先進諸国における諸理論の国際比較を
通し、我が国の現状に適応した日本型環境教
育の理論的基礎研究を行うものである。 
 
２．研究の進捗状況 
（１）平成１８年度は、アメリカの環境教育
について調査・研究を行い、特にプロジェク
ト・ワイルドとプロジェクト・ラーニング・
ツリーに関する最新の内容を把握すること
に努めた。 プロジェクト・ワイルド（Project 
WILD）は、アメリカの WREEC（西部地域
環境教育協議会）と WAFWA（西部地域魚
類・野生生物局協会）が、幼稚園から高等学
校までの児童・生徒を対象として策定した環
境教育のパッケージプログラムであり、1983
年に最初のプログラムが公開されている。そ

の後、2000 年の大幅な改定をへて、現在は
CEE （ Council for Environmental 
Education）によって管理と普及が行われて
いる。日本では公園緑地管理財団がライセン
ス契約のもとにテキストの翻訳、ワークショ
ップ等を行っている。しかし日本語版は、改
定前の 1997 年版を原典として現在も使用し
ているため、この重要な変更が反映されてい
ないという重大な問題を抱えている。本年度
の研究では、独自に入手した最新版のテキス
トを精査し、現在のプロジェクト・ワイルド
の内容を正確に把握することに努めた。 
（２）平成１９年度はドイツの環境教育につ
いて、調査・研究を行った。ドイツで行われ
ている環境教育は、一般に、エネルギー問題
やゴミ問題などの社会的環境問題に向けら
れたものが多い。もちろん、自然環境の保護
や保全に向けられた活動も見受けられるが、
私見では、社会的環境問題に対する意識の方
がはるかに強いように見受けられる。本年度
研究では、こうしたドイツの環境教育にみら
れる特質の把握に努めた。 
（３）平成２０年度本年度は日本の環境教育
の現状について調査・研究を行った。日本の
環境教育には大きく二つの流れがあるよう
に見受けられる。一つは学校教育の場におい
て実施されているものであり、もう一つは市
民活動や「自然学校」などの民間組織におい
て実施されているものである。しかし学校教
育における環境教育も、市民活動における環
境教育も、個別的観点からの環境問題に対処
しているものがほとんどであり、「環境」と
いう総合的な問題把握への展開が欠けてい
るように見受けられた。 
 



３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している 

 （理由） 
 当初の計画通り、研究を行っているため、
おおむね順調にしていると思われる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 最終年度は、本課題の取りまとめを行うこ
とになるが、それに先立ち、これまでの研究
では十分に取り扱うことができなかった点
について、改めて研究を行いたい。とりわけ
日本の環境教育を考え上では、各種市民団体
が行っている環境教育の役割が極めて重要
でるが、昨年度の研究では、主にわが国の学
校教育の現場で行われている環境教育の現
状を取り上げることにとどまり、各種市民団
体で行われている環境教育の実体は考察対
象とすることができなかった。それゆえ本年
度は、まずわが国の市民団体によって行われ
ている環境教育の現状を調査し、その現状を
把握することにしたい。環境問題に関わるわ
が国の市民団体は多数存在するが、中でもひ
ときわ大きな規模と充実した内容の環境教
育を展開している団体の一つとして、財団法
人日本野鳥の会があげられる。日本野鳥の会
は「科学と芸術の融合」を目指す知識人の自
然保護団体として昭和 9 年に設立され、現在
は会員数約 5 万人のわが国を代表する環境
NGO の一つとなっている。全国各地に 89 の
支部をもち、定期的な探鳥会はもちろんのこ
ととして、野生動植物の保護を目的とした保
護区を全国に 22 箇所設け、野生生物の保護
を行うとともに、生物学的研究も幅広く行っ
ている。またこれらの保護区のなかには、ネ
イチャーセンターを設置し、専門のレンジャ
ーを配置した環境教育施設もある。首都圏で
は、東京都の委託を受けて管理運営を行って
いる「東京港野鳥公園」と、横浜市の委託を
受けて管理運営を行っている「横浜自然観察
の森」が主なネイチャーセンターとしてあげ
られる。これらのセンターでは、野鳥の会の
レンジャーが主体となった環境教育プログ
ラムも実施されているが、センターを拠点と
する市民団体によって実施されている環境
教育プログラムも多数ある。本研究ではこれ
までに、アメリカの野鳥の会である National 
Audubon Society やドイツの野鳥の会である
Naturschutzbund Deutschland における環
境教育の実施状況を調査しているので、わが
国の野鳥の会で行われている環境教育と、こ
れら諸外国の関連団体で行われているプロ
グラムとの比較研究を行いたい。 
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